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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　照射領域に向けられるレーザビームを生成するシステムと、 オリフィスを出る流体及
び前記流体内に外乱を生成する電気作動式要素を有するサブシステムを含む液滴供給源と
、を備えるデバイスであって、
　前記電気作動式要素は、ＥＵＶ放射線を発生させる照射のための液滴を生成する第１の
波形と、汚損物質を前記オリフィスから除去するための前記第１の波形と異なる第２の波
形と、によって駆動され、前記第１の波形によって生成された前記液滴は、前記液滴が前
記照射領域に進む時に少なくとも一部の隣接した液滴を合体させる異なる初期速度を有し
、
　前記第１の波形は、前記第２の波形よりも低い周期的周波数を有する、デバイス。
【請求項２】
　照射領域に向けられるレーザビームを生成するシステムと、 オリフィスを出る流体及
び前記流体内に外乱を生成する電気作動式要素を有するサブシステムを含む液滴供給源と
、を備えるデバイスであって、
　前記電気作動式要素は、ＥＵＶ放射線を発生させる照射のための液滴を生成する第１の
波形と、汚損物質を前記オリフィスから除去するための前記第１の波形と異なる第２の波
形と、によって駆動され、前記第１の波形によって生成された前記液滴は、前記液滴が前
記照射領域に進む時に少なくとも一部の隣接した液滴を合体させる異なる初期速度を有し
、
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　前記第１の波形は、前記第２の波形と異なる周期的形状を有する、デバイス。
【請求項３】
　照射領域に向けられるレーザビームを生成するシステムと、 オリフィスを出る流体及
び前記流体内に外乱を生成する電気作動式要素を有するサブシステムを含む液滴供給源と
、を備えるデバイスであって、
　前記電気作動式要素は、ＥＵＶ放射線を発生させる照射のための液滴を生成する第１の
波形と、汚損物質を前記オリフィスから除去するための前記第１の波形と異なる第２の波
形と、によって駆動され、前記第１の波形によって生成された前記液滴は、前記液滴が前
記照射領域に進む時に少なくとも一部の隣接した液滴を合体させる異なる初期速度を有し
、
　前記第１の波形は、前記第２の波形よりも小さいピーク振幅を有する、デバイス。
【請求項４】
　前記第１の波形は、一連の電気パルスを含み、各電気パルスが、基本周波数及び該基本
周波数の少なくとも１つの高調波を発生させるのに十分に短い立上り時間及び十分に短い
立下り時間のうちの少なくとも一方を有する、請求項１から３の何れか一項に記載のデバ
イス。
【請求項５】
　前記オリフィスは、チューブの一端に形成され、前記電気作動式要素は、リング形状で
あり、かつ該チューブの円周を取り囲むように位置決めされる、請求項１から４の何れか
一項に記載のデバイス。
【請求項６】
　前記第１の波形は、方形波、矩形波、及びピークを有する非正弦波から構成される波形
の群から選択される、請求項１から５の何れか一項に記載のデバイス。
【請求項７】
　前記ピークを有する非正弦波は、高速パルス波形、高速ランプ波形、及びシンク関数波
形から構成される波形の群から選択される、請求項６に記載のデバイス。
【請求項８】
　前記第１の波形は、周波数変調波形及び振幅変調波形から構成される変調波形の群から
選択された波形を含む、請求項１から７の何れか一項に記載のデバイス。
【請求項９】
　照射領域にレーザビームを向ける段階と、
　オリフィスを出る流体と、前記流体内に外乱を生成する電気作動式要素を有するサブシ
ステムと、を含む液滴供給源を与える段階と、
　第１の波形で前記電気作動式要素を駆動し、前記レーザビームによる照射のための液滴
を生成してＥＵＶ放射線を発生させ、前記液滴は、前記照射領域に進む時に少なくとも一
部の隣接した液滴を合体させる異なる初期速度を有する段階と、
　前記第１の波形と異なる第２の波形で前記電気作動式要素を駆動し、汚損物質を前記オ
リフィスから除去する段階と、を含み、
　前記第１の波形は、前記第２の波形よりも低い周期的周波数を有する、方法。
【請求項１０】
　照射領域にレーザビームを向ける段階と、
　オリフィスを出る流体と、前記流体内に外乱を生成する電気作動式要素を有するサブシ
ステムと、を含む液滴供給源を与える段階と、
　第１の波形で前記電気作動式要素を駆動し、前記レーザビームによる照射のための液滴
を生成してＥＵＶ放射線を発生させ、前記液滴は、前記照射領域に進む時に少なくとも一
部の隣接した液滴を合体させる異なる初期速度を有する段階と、
　前記第１の波形と異なる第２の波形で前記電気作動式要素を駆動し、汚損物質を前記オ
リフィスから除去する段階と、を含み、
　前記第１の波形は、前記第２の波形と異なる周期的形状を有する、方法。
【請求項１１】
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　照射領域にレーザビームを向ける段階と、
　オリフィスを出る流体と、前記流体内に外乱を生成する電気作動式要素を有するサブシ
ステムと、を含む液滴供給源を与える段階と、
　第１の波形で前記電気作動式要素を駆動し、前記レーザビームによる照射のための液滴
を生成してＥＵＶ放射線を発生させ、前記液滴は、前記照射領域に進む時に少なくとも一
部の隣接した液滴を合体させる異なる初期速度を有する段階と、
　前記第１の波形と異なる第２の波形で前記電気作動式要素を駆動し、汚損物質を前記オ
リフィスから除去する段階と、を含み、
　前記第１の波形は、前記第２の波形よりも小さい振幅を有する、方法。
【請求項１２】
　前記第１の波形は、一連のパルス外乱を含み、各パルス外乱が、基本周波数及び該基本
周波数の少なくとも１つの高調波を発生させるのに十分に短い立上り時間及び十分に短い
立下り時間のうちの少なくとも一方を有する、請求項９から１１の何れか一項に記載の方
法。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
〔関連出願への相互参照〕
　本出願は、代理人整理番号２０１１－０００５－０１である２０１１年５月１３日出願
の「アクチュエータ誘導式ノズル洗浄を備えた液滴発生器」という名称の米国一般特許出
願出願番号第１３／１０７，８０４号に対する優先権を請求するものであり、この特許の
内容全体は、引用により本明細書に組み込まれている。
【０００２】
　本出願はまた、代理人整理番号２００８－００５５－０１である２０１０年３月１０日
出願のＵＳ　２０１０－０２９４９５３－Ａ１として２０１０年１１月２５日公開の「レ
ーザ生成プラズマＥＵＶ光源」という名称の米国特許出願出願番号第１２／７２１，３１
７号、代理人整理番号２００５－０１０２－０１である２００６年２月２１日出願の「Ｅ
ＵＶ光源原材料分注器」という名称の米国特許出願出願番号第１１／３５８，９８３号、
及び代理人整理番号２００７－００３０－０１である２００７年７月１３日出願の「変調
外乱波を使用して発生した液滴流を有するレーザ生成プラズマＥＵＶ光源」という名称の
米国特許出願出願番号第１１／８２７，８０３号に関連し、これらの特許の開示内容全体
は、引用により本明細書に組み込まれている。
【０００３】
　本出願は、極紫外線（ＥＵＶ）光源及びそれらの作動の方法に関する。これらの光源は
、原材料からプラズマを生成することによってＥＵＶ光を供給する。１つの用途では、Ｅ
ＵＶ光は、集光され、半導体集積回路を生成するためにフォトリソグラフィ処理に使用す
ることができる。
【背景技術】
【０００４】
　ＥＵＶ光のパターン化されたビームを使用して、シリコンウェーハのようなレジスト被
覆基板を露光させ、基板内に極めて小さい特徴部を生成することができる。極紫外線（時
には軟Ｘ線とも呼ばれる）は、一般的に、約５から１００ｎｍの範囲の波長を有する電磁
放射線として定義される。フォトリソグラフィに関連する１つの特定の波長は、１３．５
ｎｍで発生し、１３．５ｎｍシステムのための「帯域内ＥＵＶ」と一般的に呼ばれる１３
．５ｎｍ±２％の範囲の光を生成する努力が現在進行中である。
【０００５】
　ＥＵＶ光を生成する方法には、輝線をＥＵＶ範囲に有する化学元素を有する原材料のプ
ラズマ状態への変換があるが、必ずしもこれらに限定されない。これらの元素には、キセ
ノン、リチウム、及び錫を含むことができるが、必ずしもこれらに限定されない。
【０００６】
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　レーザ生成プラズマ（ＬＰＰ）と呼ぶことが多い１つのこのような方法は、例えば、液
滴、流れ、又はワイヤの形態の原材料にレーザビームを照射することによって所要のプラ
ズマを生成することができる。放電生成プラズマ（ＤＰＰ）と呼ぶことが多い別の方法は
、１対の電極間にＥＵＶ輝線を有する原材料を位置決めし、放電を電極間に発生させるこ
とによって所要のプラズマを生成することができる。
【０００７】
　上述したように、ＥＵＶ光を生成する１つの技術は、原材料を照射することを伴う。こ
の点に関して、赤外線波長、すなわち、約９μｍから１１μｍの範囲の波長で光を出力す
るＣＯ2レーザは、ＬＰＰ処理において原材料を照射するいわゆる「駆動」レーザとして
の特定の長所を示すことができる。これは、特に、特定のターゲット材料、例えば、錫を
含む原材料に当て嵌まる場合がある。１つの利点には、駆動レーザ入力電力と出力ＥＵＶ
電力の間に比較的高い変換効率を生成する機能を含むことができる。
【０００８】
　ＬＰＰ処理及びＤＰＰ処理に関して、プラズマは、典型的に真空チャンバのような密封
容器内で生成され、様々なタイプの測定機器を使用してモニタされる。帯域内のＥＵＶ放
射線を発生させることに加えて、これらのプラズマ処理では、典型的に望ましくない副産
物が生成される。副産物は、原材料蒸発により、又は緩衝ガスで原材料イオンを熱中性子
化させることによって生成された帯域外放射線、高エネルギ原材料イオン、低エネルギ原
材料イオン、励起原材料原子、及び熱原材料原子を含む可能性がある。副産物はまた、異
なるサイズかつ異なる速度で照射部位を出るクラスター及び微細液滴の形態の原材料を含
む可能性がある。クラスター及び微細液滴は、光学系上へ直接に堆積するか、又はチャン
バ壁又はチャンバ内の他の構造体から「反射して」光学系上に堆積する可能性がある。
【０００９】
　より定量的には、約１００Ｗの集光されたＥＵＶ放射線を発生させることを目的として
現在開発中である１つの配置では、順次毎秒約４０，０００から１００，０００錫液滴を
照射するように液滴発生器と同期化されるパルス集束式１０から１２ｋＷＣＯ2駆動レー
ザの使用が考えられている。この目的のために、比較的高い繰返し数（例えば、４０から
１００ｋＨｚ又はそれよりも高く）で液滴の安定した流れを生成し、比較的長い期間にわ
たってタイミング及び位置に関して高精度及び優れた反復性で（すなわち、非常に小さい
「ジッタ」で）照射部位に液滴を供給する必要性が存在する。一般的に、約１０から５０
μｍの範囲の直径を有する液滴のような比較的小さい液滴を使用して、チャンバに発生さ
れるプラズマによって生成されるデブリの量を低減することが望ましい。
【００１０】
　液滴を発生させる１つの技術は、錫のようなターゲット材料を溶融し、次に、高圧下で
約０．５から３０μｍの直径を有するオリフィスのような直径が比較的小さいオリフィス
に強制的に通過させ、約３０から１００ｍ／ｓの液滴速度を有する液滴の流れを生成する
ことを伴う。殆どの条件下で、オリフィスを出る流れ内の自然に発生する不安定な性質、
例えば、ノイズが原因となって、流れが液滴に分解する可能性がある。液滴をＬＰＰ駆動
レーザの光パルスと同期化するために、不規則ノイズの振幅よりも大きい振幅による反復
的な外乱を連続的な流れに印加することができる。パルスレーザの繰返し数と同じ周波数
（又はそのより高い高調波）で外乱を印加することにより、液滴をレーザパルスと同期化
することができる。例えば、外乱は、電気作動式要素（圧電材料のような）を流れに結合
し、かつ周期波形で電気作動式要素を駆動することによって流れに印加することができる
。
【００１１】
　本明細書で使用する時の「電気作動式要素」という用語及び派生語は、電圧、電場、磁
場、又はその組合せを受けた時に寸法変化を受ける材料又は構造体を意味し、圧電材料、
電歪材料、及び磁歪材料を含むがこれらに限定されない。
【００１２】
　上述したように、数週間又はそれよりも長いような比較的長い期間に向けて連続的に液
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滴を発生させて何億もの液滴を発生させる液滴発生器は、現在設計中である。これらの作
動期間中、液滴発生器を停止して再稼動させることは一般的に実際的ではない。更に、こ
れらの作動期間中、比較的小さいノズルオリフィスは、ターゲット材料内の不純物からの
堆積物で部分的に詰まる場合がある。ノズルオリフィスが部分的に詰まった時に、液滴は
、ノズルに堆積物のない場合と異なる方向にノズルを出る可能性がある。液滴流の移動の
この変化は、レーザビームと液滴間の不完全な又は最適ではない相互作用を引き起こすこ
とによってＥＵＶ出力及び変換効率に悪影響を与える可能性がある。適正に液滴を照射し
ないと、クラスター及び微細液滴のような問題のあるある一定のタイプのデブリの量が増
加する恐れもある。
【００１３】
　作動中、ＥＵＶ光源からの出力ビームは、ステッパ又はスキャナのようなリソグラフィ
露光ツールにより使用することができる。これらの露光ツールは、最初に光源からのビー
ムを均質化し、次に、例えば反射マスクを使用してビームの断面においてパターンをビー
ムに与えることができる。パターン化されたビームは、次に、レジスト被覆ウェーハの一
部分上へ投影することができる。レジスト被覆ウェーハの第１の部分（照射野と呼ぶこと
が多い）が照明された状態で、ウェーハ、マスク、又は両方は、レジスト被覆ウェーハの
照射が完了するまで第２の照射野などを照射するように移動することができる。この処理
中、スキャナは、典型的に、各照射野に向けて光源からのいわゆるパルスのバーストを必
要とする。例えば、一般的なバースト期間は、約０．５秒という期間にわたって続き、約
４０ｋＨｚのパルス繰返し数で約２０，０００個のＥＵＶ光パルスを含むことができる。
バースト期間の長さ、パルスの数、及び繰返し数は、ＥＵＶ出力パルスエネルギと、照射
野に向けて指定された累積エネルギ又は線量とに基づいて選択することができる。一部の
場合には、パルスエネルギ及び／又は繰返し数は、バースト期間中に変わる場合があり、
及び／又はバーストは、１つ又はそれよりも多くの非出力期間を含む場合がある。
【００１４】
　この処理では、連続バーストは、中断期間よって時間的に分離させることができる。１
秒の何分の１かにわたって続く場合がある一部の中断期間中に、露光ツールは、次の照射
野を照射する準備をし、光源からの光を必要としない。露光ツールがウェーハを交換する
時に、中断期間の長期化が発生する場合がある。露光ツールが、いくつかのウェーハを保
持するいわゆる「ボート」又はカセットを交換し、測定を行い、１つ又はそれよりも多く
の保守機能を実行し、又は何らかの他の予定された又は予定外の処理を実行する時に、中
断期間の更なる長期化が発生する場合がある。一般的に、これらの中断期間中、ＥＵＶ光
は、露光ツールにより必要とされず、従って、これらの中断期間の１つ、一部、又は全て
は、液滴発生器ノズルから堆積物を取り除く機会を表すことができる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１５】
【特許文献１】米国特許第７，４３９，５３０号明細書
【特許文献２】米国特許出願出願番号第１１／１７４，２９９号明細書
【特許文献３】米国特許第７，４９１，９５４号明細書
【特許文献４】米国特許出願出願番号第１１／５８０，４１４号明細書
【特許文献５】米国特許第７，０８７，９１４号明細書
【特許文献６】米国特許出願出願番号第１０／８０３，５２６号明細書
【特許文献７】米国特許第７，１６４，１４４号明細書
【特許文献８】米国特許出願出願番号第１０／９００，８３９号明細書
【特許文献９】米国特許出願出願番号第１２／６３８，０９２号明細書
【特許文献１０】ＵＳ　２０１０－０２９４９５３－Ａ１
【特許文献１１】米国特許出願出願番号第１２／７２１，３１７号明細書
【特許文献１２】米国特許第７，８７２，２４５号明細書
【特許文献１３】米国特許出願出願番号第１２／２１４，７３６号明細書
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【特許文献１４】米国特許出願出願番号第１１／８２７，８０３号明細書
【特許文献１５】ＵＳ２００６／０２５５２９８Ａ－１
【特許文献１６】米国特許出願出願番号第１１／３５８，９８８号明細書
【特許文献１７】米国特許第７，４０５，４１６号明細書
【特許文献１８】米国特許出願出願番号第１１／０６７，１２４号明細書
【特許文献１９】米国特許第７，３７２，０５６号明細書
【特許文献２０】米国特許出願出願番号第１１／１７４，４４３号明細書
【特許文献２１】米国特許第７，４６５，９４６号明細書
【特許文献２２】米国特許出願出願番号第１１／４０６，２１６号明細書
【特許文献２３】米国特許第７，８４３，６３２号明細書
【特許文献２４】米国特許出願出願番号第１１／５０５，１７７号明細書
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１６】
　上記を念頭に置いて、本出願人は、「アクチュエータ誘導式ノズル洗浄を備えた液滴発
生器」及び対応する使用方法を開示する。
【課題を解決するための手段】
【００１７】
　本発明は、実施形態において、照射領域及び液滴供給源に向けられるレーザビームを生
成するシステムを含むデバイスに関する。液滴供給源は、オリフィスを出る流体と、流体
内に外乱を生成する電気作動式要素を有するサブシステムとを含む。電気作動式要素は、
第１の波形によって生成された液滴が、液滴が照射領域に進む時に少なくとも一部の隣接
した液滴を合体させる異なる初期速度を有するようにＥＵＶ放射線を発生させるための照
射のための液滴を生成するための第１の波形と、汚損物質をオリフィスから除去するため
の第１の波形と異なる第２の波形とによって駆動される。
【００１８】
　更に、本発明は、実施形態において、照射領域にレーザビームを向ける段階と、オリフ
ィスを出る流体と流体内に外乱を生成する電気作動式要素を有するサブシステムとを含む
液滴供給源を与える段階とを含む方法に関する。本方法はまた、ＥＵＶ放射線を発生させ
るためのレーザビームによる照射のための液滴を生成するために第１の波形で電気作動式
要素を駆動する段階を含み、液滴は、液滴が照射領域に進む時に少なくとも一部の隣接し
た液滴を合体させる異なる初期速度を有する。本方法は、汚損物質をオリフィスから除去
するために第１の波形と異なる第２の波形で電気作動式要素を駆動する段階を更に含む。
【００１９】
　更に別の実施形態において、本発明は、照射領域に向けられるレーザビームを生成する
システムと、オリフィスを出る流体と流体内に外乱を生成する電気作動式要素を有するサ
ブシステムとを含む液滴供給源とを含むデバイスに関する。電気作動式要素は、照射領域
に到達する前に完全に合体し、かつ詰まっていないオリフィスへの安定した液滴指向を有
する液滴を生成する約Ａｍｉｎから約Ａｍａｘの振幅の範囲を有する波形により駆動され
、波形振幅Ａは、汚損物質をオリフィスから除去し、同時に照射領域でＥＵＶ生成プラズ
マを発生させるための液滴を生成するためにＡｍａｘの２／３よりも大きい。
【００２０】
　更に別の実施形態において、本発明は、照射領域にレーザビームを向ける段階と、オリ
フィスを出る流体と流体内に外乱を生成して波形により駆動される電気作動式要素を有す
るサブシステムとを含む液滴供給源を与える段階とを含む方法に関する。本方法は、照射
領域に到達する前に完全に合体し、かつ詰まっていないオリフィスへの安定した液滴指向
を有する液滴を生成する約Ａｍｉｎから約Ａｍａｘの振幅の範囲を判断する段階を更に含
む。本方法は、汚損物質をオリフィスから除去し、同時に照射領域でＥＵＶ生成プラズマ
を発生させるための液滴を生成するためにＡｍａｘのほぼ２／３よりも大きい振幅Ａを有
する波形で電気作動式要素を駆動する段階を更に含む。
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【図面の簡単な説明】
【００２１】
【図１】露光デバイスに結合したＥＵＶ光源の略示概略図である。
【図１Ａ】ＬＰＰ　ＥＵＶ光放射体を有するＥＵＶ光源を含む装置の略示概略図である。
【図２】オリフィスを出る流れ内に外乱を生成するために流体と１つ又はそれよりも多く
の電気作動式要素を結合する異なる技術を示す図である。
【図２Ａ】オリフィスを出る流れ内に外乱を生成するために流体と１つ又はそれよりも多
くの電気作動式要素を結合する異なる技術を示す図である。
【図２Ｂ】オリフィスを出る流れ内に外乱を生成するために流体と１つ又はそれよりも多
くの電気作動式要素を結合する異なる技術を示す図である。
【図２Ｃ】オリフィスを出る流れ内に外乱を生成するために流体と１つ又はそれよりも多
くの電気作動式要素を結合する異なる技術を示す図である。
【図３】オリフィスを出る流れ内に外乱を生成するために流体と１つ又はそれよりも多く
の電気作動式要素を結合する異なる技術を示す図である。
【図４】オリフィスを出る流れ内に外乱を生成するために流体と１つ又はそれよりも多く
の電気作動式要素を結合する異なる技術を示す図である。
【図５】単一周波数非変調外乱波形から生じる液滴のパターンを示す図である。
【図６】振幅変調外乱波形から生じる液滴のパターンを示す図である。
【図７】周波数変調外乱波形から生じる液滴のパターンを示す図である。
【図８】単一周波数非変調波形外乱及びいくつかの周波数変調波形外乱に向けて得られた
錫液滴の写真である。
【図９】正弦波信号の奇数高調波の重ね合わせとしての方形波の図である。
【図１０】出力オリフィスから～４０ｍｍで取られた３０ｋＨｚでの方形波変調で得られ
た液滴の画像を示す図である。
【図１１】出力オリフィスから～１２０ｍｍで取られた３０ｋＨｚでの方形波変調で得ら
れた液滴の画像を示す図である。
【図１２Ａ】矩形波変調の実験結果を示す図である。
【図１２Ｂ】矩形波の周波数スペクトルを含む矩形波変調の実験結果を示す図である。
【図１２Ｃ】出力オリフィスから２０ｍｍで撮られた液滴の画像を示す図である。
【図１２Ｄ】出力オリフィスから４５０ｍｍで撮られた合体した液滴の画像を示す図であ
る。
【図１３Ａ】高速パルス変調の実験結果を示す図である。
【図１３Ｂ】高速パルスの周波数スペクトルを含む高速パルス変調の実験結果を示す図で
ある。
【図１３Ｃ】出力オリフィスから２０ｍｍで撮られた液滴の画像を示す図である。
【図１３Ｄ】出力オリフィスから４５０ｍｍで撮られた合体した液滴の画像を示す図であ
る。
【図１４Ａ】高速ランプ波変調の実験結果を示す図である。
【図１４Ｂ】高速ランプ波の周波数スペクトルを含む高速ランプ波変調の実験結果を示す
図である。
【図１４Ｃ】出力オリフィスから２０ｍｍで撮られた液滴の画像を示す図である。
【図１４Ｄ】出力オリフィスから４５０ｍｍで撮られた合体した液滴の画像を示す図であ
る。
【図１５Ａ】シンク関数波変調の実験結果を示す図である。
【図１５Ｂ】シンク関数波の周波数スペクトルを含むシンク関数波変調の実験結果を示す
図である。
【図１５Ｃ】出力オリフィスから２０ｍｍで撮られた液滴の画像を示す図である。
【図１５Ｄ】出力オリフィスから４５０ｍｍで撮られた合体した液滴の画像を示す図であ
る。
【図１６】図３に示す液滴発生器のような液滴発生器に対する外乱ピーク振幅領域を示す
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グラフである。
【図１７Ａ】流体内に外乱を生成するために電動アクチュエータを駆動するための実質的
に矩形の周期的形状、有限立上り時間、約２０μｓの周期、５０ｋＨｚの周期的周波数、
及び約２Ｖのピーク振幅を有する周期的波形を示す図である。
【図１７Ｂ】図１７Ａに示す波形の周波数スペクトルを示す図である。
【図１８Ａ】流体内に外乱を生成するために電動アクチュエータを駆動するための実質的
に矩形の周期的形状、有限立上り時間、約２０μｓの周期、５０ｋＨｚの周期的周波数、
及び約５Ｖのピーク振幅を有する周期的波形を示す図である。
【図１８Ｂ】図１８Ａに示す波形の周波数スペクトルを示す図である。
【図１９Ａ】流体内に外乱を生成するために電動アクチュエータを駆動するための実質的
に矩形の周期的形状、有限立上り時間、約２０μｓの周期、１２０ｋＨｚの周期的周波数
、及び約２Ｖのピーク振幅を有する周期的波形を示す図である。
【図１９Ｂ】図１９Ａに示す波形の周波数スペクトルを示す図である。
【図２０Ａ】流体内に外乱を生成するために電動アクチュエータを駆動するための実質的
に矩形の周期的形状、有限立上り時間、約２０μｓの周期、１２０ｋＨｚの周期的周波数
、及び約５Ｖのピーク振幅を有する周期的波形を示す図である。
【図２０Ｂ】図２０Ａに示す波形の周波数スペクトルを示す図である。
【図２１】照射領域でＥＵＶ生成プラズマを発生させて汚損物質をノズルオリフィスから
除去するのに適切な液滴を同時に生成するために電気作動式要素を駆動するための波形を
判断するのに使用することができる処理を示す流れ図である。
【図２２】アクチュエータ誘導式ノズル洗浄を引き起こす波形で液滴発生器の電気作動式
要素を周期的に駆動しながらＥＵＶ出力を生成するための照射のための液滴を生成するの
に使用することができる処理を示す流れ図である。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
　最初に図１を参照すると、１０’’と全体的に指定されたＥＵＶフォトリソグラフィ装
置の１つの例の選択された部分の略示概略断面図が示されている。装置１０’’を使用し
て、例えば、ＥＵＶ光のパターン化されたビームでレジスト被覆ウェーハのような基板１
１を露光させることができる。装置１０’’に関して、例えば、パターン化されたビーム
を生成するためにレチクルのようなＥＵＶ光のビームでパターン化光学系１３ｃを照らす
１つ又はそれよりも多くの光学系１３ａ、ｂ、及び基板１１上へパターン化されたビーム
を投影する１つ又はそれよりも多くの縮小投影光学系１３ｄ、１３ｅを有するＥＵＶ光（
例えば、ステッパ、スキャナ、ステップアンドスキャンシステム、直接書込システム、接
触及び／又は近接マスクを使用するデバイスのような集積回路リソグラフィツール）を利
用する露光デバイス１２’’を与えることができる。基板１１とパターン化手段１３ｃの
間の相対的移動を制御する機械的なアセンブリ（図示せず）を与えることができる。図１
に更に示すように、装置１０’’は、基板１１を照射するために経路に沿って光学系２４
により露光デバイス１２’’に反射されるＥＵＶ光をチャンバ２６’’において放出する
ＥＵＶ光放射体２２を含むＥＵＶ光源２０’’を含むことができる。
【００２３】
　本明細書で使用する時の用語「光学系」及び派生語は、入射光を反射及び／又は透過し
、及び／又は入射光で作動する構成要素を含むが必ずしもこれらに限定されないように広
義に解釈することが意図され、かつ１つ又はそれよりも多くのレンズ、窓、フィルタ、く
さび、プリズム、グリズム、勾配緩和部、透過ファイバ、エタロン、拡散器、ホモジナイ
ザー、検出器及び他の計器構成要素、開口、アキシコン、及び多層ミラー、近垂直入射ミ
ラー、斜入射ミラー、ミラー面反射器、拡散反射器、及びその組合せを含むミラーを含む
がこれらに限定されない。更に、特に断らない限り、本明細書で使用する時の用語「光学
系」も派生語も、ＥＵＶ出力光波長、照射レーザ波長、測定に適する波長、又は何らかの
他の特定の波長におけるような１つ又はそれよりも多くの特定の波長範囲で単独で作動す
るか又はそれを利用する構成要素に限定されるように意図しているものではない。
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【００２４】
　図１Ａは、ＬＰＰ　ＥＵＶ光放射体を有するＥＵＶ光源２０を含む装置１０の特定の例
を示している。図示のように、ＬＰＰ光源２０は、一連の光パルスを生成して、光源チャ
ンバ２６内に光パルスを供給するシステム２１を含むことができる。装置１０に関して、
光パルスは、システム２１から１つ又はそれよりも多くのビーム経路に沿って進み、露光
デバイス１２における基板露光に向けてＥＵＶ光出力を生成するように照射領域４８で原
材料を照らすためにチャンバ２６に入ることができる。
【００２５】
　図１Ａに示すシステム２１に使用される適切なレーザには、パルスレーザデバイス、例
えば、比較的高電力、例えば、１０ｋＷ又はそれよりも高く、かつ高いパルス繰返し数、
例えば、５０ｋＨｚ又はそれよりも高いもので作動し、９．３μｍ又は１０．６μｍで、
例えば、ＤＣ又はＲＦ励起で放射線を発生させるパルスガス放電ＣＯ2レーザデバイスを
含むことができる。１つの特定の例では、レーザは、複数の段の増幅による発振器増幅器
構成（例えば、主発振器／電力増幅器（ＭＯＰＡ）又は電力発振器／電力増幅器（ＰＯＰ
Ａ））を有し、かつ例えば１００ｋＨｚの作動ができる比較的低いエネルギ及び高い繰返
し数でＱスイッチ式発振器により開始されるシードパルスを有する軸流ＲＦ励起ＣＯ2レ
ーザとすることができる。発振器から次に照射領域４８に入る前に、レーザパルスは、増
幅、成形、及び集束させることができる。連続励起ＣＯ2増幅器は、レーザシステム２１
に使用することができる。例えば、発振器及び３つの増幅器（０－ＰＡ１－ＰＡ２－ＰＡ
３構成）を有する適切なＣＯ2レーザデバイスは、現在は２００８年１０月２１日に付与
された米国特許第７，４３９，５３０号明細書であり、代理人整理番号２００５－００４
４－０１である２００５年６月２９日出願の「ＬＰＰ　ＥＵＶ光源駆動レーザシステム」
という名称の米国特許出願出願番号第１１／１７４，２９９号明細書に開示されており、
この特許の開示内容全体は、引用により本明細書に組み込まれている。
【００２６】
　代替的に、レーザは、液滴が光キャビティの１つのミラーとして機能するいわゆる「自
己ターゲット式」レーザシステムとして構成することができる。一部の「自己ターゲット
式」配置では、主発振器は不要とすることができる。自己ターゲット式レーザシステムは
、現在は２００９年２月１７日に付与された米国特許第７，４９１，９５４号明細書であ
り、代理人整理番号２００６－００２５－０１である２００６年１０月１３日出願の「Ｅ
ＵＶ光源のための駆動レーザ送出システム」という名称の米国特許出願出願番号第１１／
５８０，４１４号明細書に開示かつ特許請求され、この特許の開示内容全体は、引用によ
り本明細書に組み込まれている。
【００２７】
　用途により、他のタイプのレーザ、例えば、高電力及び高パルス繰返し数で作動するエ
キシマ又は分子フッ素レーザも適切とすることができる。他の例には、例えば、ファイバ
、ロッド、スラブ、又はディスク状の活性媒体を有する固体レーザがある。１つ又はそれ
よりも多くのチャンバ、例えば、発振器チャンバ及び１つ又はそれよりも多くの増幅器チ
ャンバ（増幅器チャンバは並列又は直列）を有する他のレーザアーキテクチャ、主発振器
／電力発振器（ＭＯＰＯ）構成、主発振器／電力リング増幅器（ＭＯＰＲＡ）構成、又は
１つ又はそれよりも多くのエキシマ又は分子フッ素増幅器又はＣＯ2増幅器又は発振器チ
ャンバにシード光を供給する固体レーザを適切とすることができる。他の設計も適切とす
ることができる。
【００２８】
　一部の事例では、原材料は、最初にプレパルスにより、その後に主パルスによって照射
することができる。プレパルスシード光及び主パルスシード光は、単一の発振器又は２つ
の別々の発振器によって生成することができる。いくつかの設定では、１つ又はそれより
も多くの共通増幅器を使用して、プレパルスシード光及び主パルスシード光を増幅するこ
とができる。他の配置に関して、別々の増幅器を使用してプレパルスシード光及び主パル
スシード光を増幅することができる。例えば、シードレーザは、高周波（ＲＦ）放電によ
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り励起されて準大気圧、例えば、０．０５から０．２気圧でのＣＯ2を含む密封ガスを有
するＣＯ2レーザとすることができる。この配置では、シードレーザは、１０．５９１０
３５２μｍの波長を有する１０Ｐ（２０）線のような優勢な方向の１つに自己同調するこ
とができる。一部の場合には、Ｑスイッチングを使用してシードパルスパラメータを制御
することができる。
【００２９】
　上述のＣＯ2を含む利得媒体を有するシードレーザと共に使用される適切な増幅器は、
ＤＣ又はＲＦ励起により励起されるＣＯ2ガスを含む利得媒体を含むことができる。１つ
の特定の例では、増幅器は、軸流、ＲＦ励起（連続又はパルス変調での）ＣＯ2増幅ユニ
ットを含むことができる。ファイバ、ロッド、スラブ、又はディスク状の活性媒体を有す
る他のタイプの増幅ユニットを使用することもできる。一部の場合には、固体活性媒体を
使用することができる。
【００３０】
　増幅器の各々は、固有のチャンバ、活性媒体、及び励起源、例えば、励起電極を有する
２つの（又はそれよりも多くの）増幅ユニットを有することができる。例えば、シードレ
ーザが上述のＣＯ2を含め利得媒体を含む場合に対して、増幅ユニットとして使用される
適切なレーザは、ＤＣ又はＲＦ励起により励起されるＣＯ2ガスを含有する活性媒体を含
むことができる。１つの特定の例では、増幅器は、約１０から２５メートルの利得全長を
有し、かつ比較的高い電力、例えば、１０ｋＷ又はそれよりも高いもので一斉に作動する
４つ又は５つのような複数の軸流ＲＦ励起（連続又はパルス）ＣＯ2増幅ユニットを含む
ことができる。ファイバ、ロッド、スラブ、又はディスク状の活性媒体を有する他のタイ
プの増幅ユニットを使用することもできる。一部の場合には、固体活性媒体を使用するこ
とができる。
【００３１】
　図１Ａは、装置１０が、レーザ光源システム２１と照射部位４８間でビームを拡大、ス
テアリング、及び／又は集束するなどのビーム調節のための１つ又はそれよりも多くの光
学系を有するビーム調整ユニット５０を含むことができることも示している。例えば、１
つ又はそれよりも多くのミラー、プリズム、レンズなどを含むことができるステアリング
システムを与えかつ配置して、チャンバ２６において異なる位置にレーザ集点をステアリ
ングすることができる。例えば、ステアリングシステムは、２次元で独立して第１のミラ
ーを移動することができる先が上向きに反ったアクチュエータ上に取り付けられた第１の
平坦なミラー及び２次元で独立して第２のミラーを移動することができる先が上向きに反
ったアクチュエータ上に取り付けられた第２の平坦なミラーを含むことができる。この配
置では、ステアリングシステムは、ビーム伝播（ビーム軸線）の方向と実質的に直交する
方向に焦点を制御可能に移動することができる。
【００３２】
　ビーム調整ユニット５０は、照射部位４８にビームを集束させてビーム軸線に沿って焦
点の位置を調節する集束アセンブリを含むことができる。集束アセンブリに関して、ビー
ム軸線に沿って焦点を移動するためのビーム軸線に沿った方向での移動に向けてアクチュ
エータに結合される集束レンズ又はミラーのような光学系を使用することができる。
【００３３】
　ビーム調整システムに関する更なる詳細は、現在は２００６年８月８日に付与された米
国特許第７，０８７，９１４号明細書であり、代理人整理番号２００３－０１２５－０１
である２００４年３月１７日出願の「高繰返し数レーザ生成プラズマＥＵＶ光源」という
名称の米国特許出願出願番号第１０／８０３，５２６号明細書、現在は２００７年１月１
６日に付与された米国特許第７，１６４，１４４号明細書であり、代理人整理番号２００
４－００４４－０１である２００４年７月２７日出願の「ＥＵＶ光源」という名称の米国
特許出願出願番号第１０／９００，８３９号明細書、代理人整理番号２００９－００２９
－０１である２００９年１２月１５日出願の「極紫外光源のためのビーム移送システム」
という名称の米国特許出願出願番号第１２／６３８，０９２号明細書に示されており、こ
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れらの特許の各々の内容は、引用により本明細書に組み込まれている。
【００３４】
　図１Ａに更に示すように、ＥＵＶ光源２０は、例えば、チャンバ２６の内部に入って、
最終的にプラズマを発生させてＥＵＶ放射を生成して露光デバイスにおいてレジスト被覆
ウェーハのような基板を露光するために液滴がシステム２１からの光パルスと相互作用す
る照射領域４８まで錫液滴のような原材料を供給する原材料送出システム９０を含むこと
ができる。様々な液滴分注器構成及び相対的な利点に関する更なる詳細は、代理人整理番
号２００８－００５５－０１であり、ＵＳ　２０１０－０２９４９５３－Ａ１として２０
１０年１１月２５日公開の２０１０年３月１０日出願の「レーザ生成プラズマＥＵＶ光源
」という名称の米国特許出願出願番号第１２／７２１，３１７号明細書、代理人整理番号
２００６－００６７－０２であり、現在は２０１１年１月１８日に付与された米国特許第
７，８７２，２４５号明細書である２００８年６月１９日出願の「レーザ生成プラズマＥ
ＵＶ光源内のターゲット材料送出のためのシステム及び方法」という名称の米国特許出願
出願番号第１２／２１４，７３６号明細書、代理人整理番号２００７－００３０－０１で
ある２００７年７月１３日出願の「変調外乱波を使用して発生した液滴流を有するレーザ
生成プラズマＥＵＶ光源」という名称の米国特許出願出願番号第１１／８２７，８０３号
明細書、代理人整理番号２００５－００８５－０１であり、ＵＳ２００６／０２５５２９
８Ａ－１として２００６年１１月１６日公開の２００６年２月２１日出願の「プレパルス
によるレーザ生成プラズマＥＵＶ光源」という名称の米国特許出願出願番号第１１／３５
８，９８８号明細書、代理人整理番号２００４－０００８－０１であり、現在は２００８
年７月２９日に付与された米国特許第７，４０５，４１６号明細書である２００５年２月
２５日出願の「ＥＵＶプラズマ源ターゲット送出の方法及び装置」という名称の米国特許
出願出願番号第１１／０６７，１２４号明細書、及び代理人整理番号２００５－０００３
－０１であり、現在は２００８年５月１３日に付与された米国特許第７，３７２，０５６
号明細書である２００５年６月２９日出願の「ＬＰＰ　ＥＵＶプラズマ原材料ターゲット
送出システム」という名称の米国特許出願出願番号第１１／１７４，４４３号明細書に見
ることができ、これらの特許の各々の内容は、引用により本明細書に組み込まれている。
【００３５】
　基板露光に向けてＥＵＶ光出力を生成する原材料は、錫、リチウム、キセノン、又はそ
の組合せを含む材料を含むことができるが、必ずしもこれらに限定されない。ＥＵＶ放射
元素、例えば、錫、リチウム、キセノンなどは、液滴及び／又は液滴内に含まれた固体粒
子の形態とすることができる。例えば、元素錫は、純粋な錫として、錫化合物、例えば、
ＳｎＢｒ4、ＳｎＢｒ2、ＳｎＨ4として、又は錫合金、例えば、錫ガリウム合金、錫イン
ジウム合金、錫インジウムガリウム合金、又はこれらの合金のあらゆる組合せとして使用
することができる。使用する材料に基づいて、ターゲット材料は、室温を含む様々な温度
で、又は室温の近くで（例えば、錫合金、ＳｎＢｒ4）、高温で（例えば、純粋な錫）、
又は室温よりも低い温度で（例えば、ＳｎＨ4）照射領域に供給することができ、一部の
場合には、比較的揮発性、例えば、ＳｎＢｒ4とすることができる。ＬＰＰ　ＥＵＶ光源
におけるこれらの材料の使用に関する更なる詳細は、代理人整理番号２００６－０００３
－０１であり、現在は２００８年１２月１６日に付与された米国特許第７，４６５，９４
６号明細書である２００６年４月１７日出願の「ＥＵＶ光源のための代替燃料」という名
称の米国特許出願出願番号第１１／４０６，２１６号明細書に示されており、この特許の
内容は、引用により本明細書に組み込まれている。
【００３６】
　引き続き図１を参照すると、装置１０は、ＥＵＶコントローラ６０を含むことができ、
ＥＵＶコントローラ６０は、システム２１においてデバイスを制御し、それによってチャ
ンバ２６への供給に向けて光パルスを生成し、及び／又はビーム調整ユニット５０内の光
学系の移動を制御する駆動レーザ制御システム６５を含むことができる。装置１０は、例
えば、照射領域４８に対して１つ又はそれよりも多くの液滴の位置を示す出力を供給する
１つ又はそれよりも多くの液滴撮像器７０を含むことができる液滴位置検出システムを含
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むことができる。撮像器７０は、液滴位置検出フィードバックシステム６２にこの出力を
供給することができ、液滴位置検出フィードバックシステム６２は、例えば、液滴単位で
又は平均で液滴誤差を計算することができる、例えば、液滴位置及び軌道を計算すること
ができる。液滴誤差は、次に、コントローラ６０への入力として供給することができ、コ
ントローラ６０は、例えば、レーザトリガタイミングを制御するために、及び／又は例え
ばチャンバ２６内の照射領域２８に供給された光パルスの位置及び／又は集束力を変える
ようにビーム調整ユニット５０内の光学系の動きを制御するためにシステム２２に位置、
方向、及び／又はタイミング補正信号を供給することができる。また、ＥＵＶ光源２０に
関して、原材料送出システム９０は、例えば、望ましい照射領域４８に到達する液滴の誤
差を補正するように放出点、初期液滴流方向、液滴放出タイミング、及び／又は液滴変調
を修正するために、コントローラ６０からの信号（一部の実施では上述の液滴誤差又はそ
こから導出される何らかの量を含むことができる）に応答して作動可能な制御システムを
有することができる。
【００３７】
　引き続き図１Ａに関して、装置１０は、例えば、モリブデン及びシリコンの交互層を有
する漸変多層コーティング、及び一部の場合には、１つ又はそれよりも多くの高温拡散障
壁層、平滑化層、キャップ層、及び／又はエッチストップ層を有する偏長回転楕円体（す
なわち、長軸回りに回転した惰円）の形態の反射面を有する近垂直入射集光ミラーのよう
な光学系２４’’を含むことができる。図１Ａは、システム２１によって生成された光パ
ルスが通過して照射領域２８到達することを可能にする開口を光学系２４’’に形成する
ことができることを示している。図示のように、光学系２４’’は、例えば、照射部位２
８又はその近くに第１の焦点、及びＥＵＶ光源１０から出力してＥＵＶ光を利用するデバ
イス、例えば、集積回路リソグラフィツールにＥＵＶ光を入力することができるいわゆる
中間領域４０に第２の焦点を有する長球体ミラーとすることができる。長球体ミラーの代
わりに、ＥＵＶ光を利用するデバイスへのその後の送出に向けて光を集光して中間位置に
向ける他の光学系を使用することもできることは認められなければならない。例えば、光
学系は、長軸回りに回転されるパラボラアンテナとすることができ、又は環状断面を有す
るビームを中間位置に供給するように構成することができ、例えば、代理人整理番号２０
０６－００２７－０１であり、現在は２０１０年１１月３０日に付与された米国特許第７
，８４３，６３２号明細書である２００６年８月１６日出願の「ＥＵＶ光学系」という名
称の米国特許出願出願番号第１１／５０５，１７７号明細書を参照することができ、この
特許の内容は、引用により本明細書に組み込まれている。
【００３８】
　水素、ヘリウム、アルゴン、又はその組合せのような緩衝ガスをチャンバ２６内に導入
、補給、及び／又はチャンバ２６から取り除くことができる。緩衝ガスは、プラズマ放電
中にチャンバ２６に存在することができ、かつ光学系劣化を低減し、及び／又はプラズマ
効率を増大させるようにプラズマにより生成されたイオンを遅くするように作用すること
ができる。代替的に、磁場又は電場（図示せず）を単独で又は緩衝ガスと組み合わせて使
用して急速なイオン損傷を低減することができる。
【００３９】
　図２は、概略図で簡素化した液滴供給源９２の構成要素を示している。図２に示すよう
に、液滴供給源９２は、流体、例えば、溶融錫を圧力下に保持するリザーバ９４を含むこ
とができる。また、図示のように、リザーバ９４には、加圧流体９６がオリフィスを通る
ことを可能にするオリフィス９８を形成することができ、その後に複数の液滴１０２ａ、
ｂに分解する連続的な流れ１００が確立される。
【００４０】
　引き続き図２に関して、図示の液滴供給源９２は、流体９６と作動可能に結合された電
気作動式要素１０４及び電気作動式要素１０４を駆動する信号発生器１０６を有して流体
内に外乱を生成するサブシステムを更に含む。図２Ａから図２Ｃ、図３、及び図４は、１
つ又はそれよりも多くの電気作動式要素を流体と作動可能に結合して液滴を生成すること
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ができる様々な方法を示している。図２Ａから始めると、流体が、圧力を掛けてリザーバ
１０８から、例えば、約０．５から０．８ｍｍの間の内径及び約１０から５０ｍｍの長さ
を有するチューブ１１０、例えば、毛細管を強制的に通過させられ、その後に液滴１１６
ａ、ｂに分解されるチューブ１１０のオリフィス１１４を出る連続流１１２が生成される
配置が示されている。図示のように、電気作動式要素１１８をチューブに結合することが
できる。例えば、電気作動式要素をチューブ１１０に結合してチューブ１１０を偏向させ
て流れ１１２を乱すことができる。図２Ｂは、リザーバ１２０、チューブ１２２、及び各
々がそれぞれの周波数でチューブ１２２を偏向させるチューブ１２２に結合された１対の
電気作動式要素１２４、１２６を有する類似の配置を示している。図２Ｃは、プレート１
２８が、流体を強制的にオリフィス１３２を通過させて液滴１３６ａ、ｂに分解する流れ
１３４を生成するように移動可能なリザーバ１３０に位置決めされた別の変形を示してい
る。図示のように、力をプレート１２８に印加することができ、１つ又はそれよりも多く
の電気作動式要素１３８をプレートに結合して流れ１３４を乱すことができる。毛細管を
図２Ｃに示す実施形態と共に使用することができることは認められなければならない。図
３は、リザーバ１４０から強制的に流体を流してチューブ１４２を通過させて、その後に
液滴１４８ａ、ｂに分解するチューブ１４２のオリフィス１４６を出る連続的な流れ１４
４が生成される別の変形を示している。図示のように、例えば、リング形状又は円筒チュ
ーブ形状を有する電気作動式要素１５０をチューブ１４２の円周を取り囲むように位置決
めすることができる。駆動された時に、電気作動式要素１５０は、チューブ１４２を選択
的に圧搾及び／又は圧搾解除して流れ１４４を乱すことができる。２つ又はそれよりも多
くの電気作動式要素を使用してそれぞれの周波数で選択的にチューブ１４２を圧搾するこ
とができることは認められなければならない。
【００４１】
　図４は、リザーバ１４０’から強制的に流体を流してチューブ１４２’を強制的に通過
させて、その後に液滴１４８ａ’、ｂ’に分解するチューブ１４２’のオリフィス１４６
’を出る連続的な流れ１４４’が生成される別の変形を示している。図示のように、例え
ば、リング形状を有する電気作動式要素１５０ａをチューブ１４２’の円周を取り囲むよ
うに位置決めすることができる。駆動された時に、電気作動式要素１５０ａは、チューブ
１４２’を選択的に圧搾及び／又は圧搾解除して流れ１４４’を乱すことができる。図４
は、例えば、リング形状を有する第２の電気作動式要素１５０ｂをチューブ１４２’の円
周を取り囲むように位置決めすることができることも示している。駆動された時に、電気
作動式要素１５０ｂは、チューブ１４２’を選択的に圧搾及び／又は圧搾解除して流れ１
４４’を乱してオリフィス１５２から汚損物質を除去することができる。図示の実施形態
に関して、電気作動式要素１５０ａ及び１５０ｂを同じ信号発生器により駆動することが
でき、又は異なる信号発生器を使用することができる。以下で更に説明するように、異な
る波形振幅、周期的周波数、及び／又は波形形状を有する波形を使用して、電気作動式要
素１５０ｂ（汚損物質を除去するための）よりも電気作動式要素１５０ａ（ＥＵＶ出力に
向けて液滴を生成するための）を駆動することができる。
【００４２】
　図５は、単一周波数の正弦波動外乱波形２０２（約０．３υ／πｄよりも大きい外乱周
波数が対象）から生じる液滴２００のパターンを示している。外乱波形の各周期によって
液滴が生成されることを見ることができる。図５は、液滴は共に合体しないが、むしろ、
各液滴が同じ初速で確立されることも示している。
【００４３】
　図６は、振幅変調外乱波形３０２から最初に生じる液滴３００のパターンを示しており
、振幅変調波形外乱３０２は、２つの固有周波数、すなわち、波長λcに対応する比較的
高い周波数、例えば、搬送周波数、及び波長λmに対応するより低い周波数、例えば、変
調周波数を含むことを見ることができる。図６に示す特定の外乱波形の例に関して、変調
周波数は、搬送波周波数低調波であり、特に、変調周波数は、搬送波周波数の１／３であ
る。この波形に関して、図６は、搬送波波長λcに対応する外乱波形の各周期によって液
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滴が生成されることを示している。図６は、液滴が共に合体し、従って、より大きな液滴
３０４の流れになり、外乱波形の各周期の１つのより大きな液滴は、変調波形λmに対応
することも示している。矢印３０６ａ、ｂは、変調波形外乱３０２によって液滴上で与え
られる初期相対速度成分が液滴合体の原因であることを示している。

【００４４】
　図７は、周波数変調外乱波形４０２から最初に生じる液滴４００のパターンを示してい
る。周波数変調波形外乱４０２は、２つの固有周波数、すなわち、波長λcに対応する比
較的高い周波数、例えば、搬送周波数、及び波長λmに対応するより低い周波数、例えば
、変調周波数を含むことを見ることができる。図７に示す特定の外乱波形の例に関して、
変調周波数は、搬送波周波数低調波であり、特に、変調周波数は、搬送波周波数の１／３
である。この波形に関して、図７は、搬送波波長λc対応する外乱波形の各周期によって
液滴が生成されることを示している。図７は、液滴が共に合体し、従って、より大きな液
滴４０４の流れになり、外乱波形の各周期の１つのより大きな液滴は、変調波形λmに対
応することも示している。振幅変調外乱（すなわち、図６）と同様に、初期相対速度成分
は、周波数変調波形外乱４０２によって液滴上で与えられ、かつ液滴合体の原因である。
【００４５】
　図６及び図７は、２つの固有周波数を有する実施形態を示すと共に説明しており、図６
は、２つの固有周波数を有する振幅変調外乱を示し、図７は、２つの周波数を有する周波
数変調外乱を示すが、２つよりも多い固有周波数を使用することができ、変調は、角度変
調（すなわち、周波数又は位相変調）、振幅変調、又はその組合せとすることができるこ
とは認められなければならない。
【００４６】
　図８は、１００ｋＨｚの周波数を有する単一周波数非変調波形外乱（上部写真）と、１
００ｋＨｚの搬送周波数及び１０ｋＨｚの比較的強い変調度の変調周波数を有する周波数
変調波形外乱（最上部の写真から２番目）と、１００ｋＨｚの搬送周波数及び１０ｋＨｚ
の比較的弱い変調度の変調周波数を有する周波数変調波形外乱（最上部の写真から３番目
）と、１００ｋＨｚの搬送周波数及び１５ｋＨｚの変調周波数を有する周波数変調波形外
乱（最上部の写真から４番目）と、１００ｋＨｚの搬送波周波数及び２０ｋＨｚの変調周
波数を有する周波数変調波形外乱（最下部の写真）とに関して、約７０μｍのオリフィス
径、～３０ｍ／ｓの流れ速度を有する図３に類似した装置を使用して取得した錫液滴の写
真を示している。
【００４７】
　これらの写真は、約３．１４ｍｍ、すなわち、単一周波数非変調波形外乱を用いてこの
液滴サイズ及び繰返し数では達成することができない間隔により離間している約２６５μ
ｍの直径を有する錫液滴を生成することができることを示している。
【００４８】
　測定の結果、単一周波数非変調波形外乱を使用して類似の条件下で観測したジッタを実
質的に下回る変調期間の約０．１４％のタイミングジッタが見出される。この効果は、い
くつかの合体液滴にわたって個々の液滴不安定性を平均化することによって達成される。
【００４９】
　図９から図１２をここで参照すると、本出願人は、変調された例えば上述の複数周波数
外乱波形に加えて、他の波形を使用して、そうでなければ単一周波数正弦非変調波形外乱
を用いた安定した液滴製造を制限する周波数最小値よりも小さい時に合体した液滴の安定
した流れを生成するように制御することができる合体する液滴流を生成することができる
と判断した。
【００５０】
　具体的には、これらの波形は、制御されて予想可能、反復可能、及び／又は非ランダム
である異なる初速を流れ内に有する液滴の流れを生成する外乱を流体において生成するこ
とができる。
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【００５１】
　例えば、電気作動式要素を使用して外乱を生成する液滴発生器に関して、電気作動式要
素の作動可能な応答範囲の基本周波数及び基本周波数の少なくとも１つの高調波を生成す
るのに、一連のパルス波形を波形期間の長さと比較すると十分に短い立上り時間及び／又
は立下り時間を有する各パルスと共に使用することができる。
【００５２】
　本明細書で使用する時の用語、基本周波数及びその派生語及び均等物は、出口オリフィ
スに流れる流体を乱す周波数、及び／又は流れ内の液滴が等間隔の液滴のパターンに完全
に合体することが許容される場合に基本周波数の周期当たりに１つの完全に合体した液滴
があるように液滴の流れを生成するために流体内に外乱を生成する電気作動式要素を有す
るノズルのような液滴を生成するサブシステムに印加される周波数を意味する。
【００５３】
　適切なパルス波形の例には、方形波（図９）、矩形波、及び高速パルス（図１３Ａ）、
高速ランプ波（図１４Ａ）、及びシンク関数波（図１５Ａ）のような十分に短い立上り時
間及び／又は立下り時間を有するピークを有する非正弦波があるが必ずしもこれらに限定
されない。
【００５４】
　図９は、正弦波信号の奇数高調波の重ね合わせとしての方形波８００の図を示している
。尚、簡潔さを期すために周波数の最初の２つの高調波のみを示している。正確な方形波
形状は、漸進的に小さくなる振幅を有する無数の奇数次の高調波で得られることが認めら
れた。更に詳しくいえば、方形波８００は、方形波の基本周波数ｆ（波形８０２）及びよ
り高い奇数高調波、３ｆ（波形８０４）、５ｆ（波形８０６）のようなで正弦波の組合せ
として数学的に次式：
ｖ（ｔ）＝４／π（ｓｉｎ（ωｔ）＋１／３ｓｉｎ（３ωｔ）＋１／５ｓｉｎ（５ωｔ）
＋１／７ｓｉｎ（７ωｔ）＋・・・）
のように表すことができ、ここで、ｔは、時間であり、ｖ（ｔ）は、波の瞬間的な振幅（
すなわち、電圧）であり、ωは、角振動数である。従って、例えば、圧電電気作動式要素
に方形波信号を印加すると、その結果、基本周波数ｆ＝ω／２π、並びにこの周波数のよ
り高い高調波３ｆ、５ｆのようなで機械的振動が発生する可能性がある。これは、電気作
動式要素を使用する液滴発生器の制限されたかつ一般的な場合に非常に不均一な周波数応
答のために可能である。方形波信号の基本周波数が有意に０．３υ／πｄの限界値よりも
大きい場合に、この周波数での単一の液滴の形成が事実上禁止され、液滴は、より高い高
調波で生成される。上述の振幅及び周波数変調の場合のように、方形波信号で生成された
液滴は、流れ内の隣接液滴に関して、周波数ｆでより大きな液滴への最終的な合体を引き
起こす差速を有する。一部の実施では、ＥＵＶ光源は、周期当たりに複数の液滴が生成さ
れるように構成される。各液滴は、１）少なくとも２つの液滴が照射部位に到達する前に
合体するか、又は２）液滴が密接に離間した液滴二重滴を含むパターンのような望ましい
パターンを生成するようにその後の液滴と異なる初速を有する。
【００５５】
　図１０及び図１１は、３０ｋＨｚで方形波変調で得られた液滴の画像を示している。単
一の正弦波変調では、この実験に使用した液滴発生器に向けて周期当たりに１つの液滴を
取得することができる最低変調周波数は、１１０ｋＨｚであった。図１０に示す画像は、
出力オリフィスから～４０ｍｍで撮られたものであり、図１１に示す画像は、液滴が合体
していた出力オリフィスから～１２０ｍｍで後になって撮られたものである。この例は、
方形波変調を用いて特定の液滴発生器構成の固有の低周波数限界よりも低い周波数で液滴
を取得する利点を示している。
【００５６】
　類似の独立変数は、高速パルス（図１３Ａ）、高速ランプ波（図１４Ａ）、及び正弦関
数波（図１５Ａ）を含むがこれらに限定されない短い立上り時間及び／又は立下り時間を
有する複数の高調波を有する様々な反復的な変調信号に適用することができる。例えば、
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鋸歯波形は、基本周波数の奇数だけではなく、偶数の高調波も含み、従って、低周波数変
調限界を克服して液滴発生器の安定性を改善するのに有効に使用することができる。一部
の場合には、特定の液滴発生器構成の方が、他の構成よりも一部の周波数に対する応答性
が高い場合がある。この場合に、多くの周波数を生成する波形の方が、特定の液滴発生器
の応答周波数に適合する周波数を含む可能性が高い。
【００５７】
　図１２Ａは、液滴発生器を駆動する矩形波９０２を示し、図１２Ｂは、矩形波の期間に
対して基本周波数９０２ａ及び様々な大きさの高調波９０２ｂ－ｈを有する対応する周波
数スペクトルを示している。図１２Ｃは、矩形波により駆動された液滴発生器の出力オリ
フィスから２０ｍｍで撮られた画像を示すと共に、合体し始める液滴を示している。図１
２Ｄは、液滴が完全に合体した後に出力オリフィスから４５０ｍｍで撮られた液滴の画像
を示している。
【００５８】
　図１３Ａは、液滴発生器を駆動する一連の高速パルス１０００を示し、図１３Ｂは、矩
形波の周期に対して基本周波数１００２ａ及び様々な大きさの高調波９０２ｂ－ｉを有す
る対応する周波数スペクトルを示している。図１３Ｃは、一連の高速パルスにより駆動さ
れた液滴発生器の出力オリフィスから２０ｍｍで撮られた画像を示すと共に、合体し始め
る液滴を示している。図１３Ｄは、液滴が完全に合体した後に出力オリフィスから４５０
ｍｍで撮られた液滴の画像を示している。
【００５９】
　図１４Ａは、液滴発生器を駆動する高速ランプ波１１００を示し、図１４Ｂは、単一の
高速パルス波周期に対して基本周波数１１０２ａ及び様々な大きさの高調波１１０２ｂ－
ｐを有する対応する周波数スペクトルを示している。図１４Ｃは、高速ランプ波により駆
動された液滴発生器の出力オリフィスから２０ｍｍで撮られた画像を示すと共に、合体し
始める液滴を示している。図１４Ｄは、液滴が完全に合体した後に出力オリフィスから４
５０ｍｍで撮られた液滴の画像を示している。
【００６０】
　図１５Ａは、液滴発生器を駆動するシンク関数波１２００を示し、図１５Ｂは、単一の
シンク関数波周期に対して基本周波数１２０２ａ及び様々な大きさの高調波１２０２ｂ－
ｌを有する対応する周波数スペクトルを示している。図１５Ｃは、シンク関数波により駆
動された液滴発生器の出力オリフィスから２０ｍｍで撮られた画像を示すと共に、合体し
始める液滴を示している。図１５Ｄは、液滴が完全に合体した後に出力オリフィスから４
５０ｍｍで撮られた液滴の画像を示している。
【００６１】
　図１６は、図３に示す液滴発生器のような液滴発生器の外乱ピーク振幅領域を示すグラ
フを示す（下のピーク振幅の定義を参照されたい）。約Ａminよりも小さいピーク振幅を
有する外乱（領域Ｉ）に関して、本出願人は、液滴合体は照射部位に到達する前に完全に
合体した液滴を生成するには不十分であることに気が付いた。また、この領域の下端では
、外乱は、ランダムな液滴形成をもたらすノイズを克服するのに十分ではない可能性があ
る。領域ＩＩ（約Ａminを上回って約Ａmaxよりも小さいピーク振幅による外乱）では、本
出願人は、液滴合体は照射部位に到達する前に完全に合体した液滴を生成するのに十分で
あり、液滴指向はオリフィスが詰まっていないままである限り安定していることに気が付
いた。本出願人は、領域ＩＩは出力ＥＵＶビームを生成するための照射のための液滴を生
成するために許容可能であると考えている。領域ＩＩＩ（約Ａmaxよりも大きいピーク振
幅による外乱）では、本出願人は、液滴指向はたとえオリフィスが詰まっていないままで
あるとしても不安定であることに気が付いた。本出願人は、領域ＩＩＩは不安定な指向の
ために出力ＥＵＶビームを生成するための照射のための液滴を生成するためには許容不能
と考えている。
【００６２】
　図１６は、Ａmaxの約２／３よりも大きいピーク振幅を有する外乱に関して、本出願人
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が、実質的でない量よりも大きいアクチュエータ誘導式ノズル洗浄を行うことができ、ノ
ズルオリフィス又はその近くに蓄積した堆積物が除去されることに気が付いたことも示し
ている。具体的には、更に以下に説明するように、本出願人は、汚損物質を除去して、部
分的に詰まったように構成された液滴発生器において許容可能な指向安定性を回復するた
めに、Ａmaxの約２／３よりも大きいピーク振幅を有する外乱を印加した。
【００６３】
　図１７Ａは、流体内に外乱を生成するために電動アクチュエータを駆動する実質的に矩
形の周期的形状を有する周期的波形１７００を示している。周期的波形１７００は、有限
立上り時間、約２０μｓの周期、５０ｋＨｚの周期的周波数、及び約２Ｖのピーク振幅を
有する。例えば、波形１７００は、信号発生器からの信号が図３に示す電気作動式要素１
５０のような電気作動式要素に入力される端末にわたって接続されたオシロスコープを使
用して測定することができる波形を表している。
【００６４】
　本明細書で使用する時の用語「ピーク振幅」及びその派生語は、最大瞬時振幅マイナス
最小瞬時振幅を意味する。従って、ボルト単位で測定された振幅を有する図１７Ａに示す
波形に関して、ピーク振幅は、１．０Ｖマイナス－１．０Ｖ＝２．０Ｖである。同様に、
周期的外乱に関して、ピーク振幅は、最大瞬時外乱振幅－最小瞬時外乱振幅のように計算
される。
【００６５】
　図１７Ｂは、波形１７００のフーリエ変換（周波数スペクトル）を示している。本出願
人は、図３に示す配置を有する液滴発生器に図１７Ａの波形を適用し、ピーク振幅（２Ｖ
）がＥＵＶ出力を生成する液滴を生成するのに適切であるピーク振幅の低い端部上にあっ
たという点において、約２Ｖのピーク振幅を有する波形が図１６のグラフ上でＡminに対
応していたことを見出した。本出願人は、ピーク振幅（６Ｖ）がＥＵＶ出力を生成する液
滴を生成するのに適切であるピーク振幅の高い端部上にあったという点において、約６Ｖ
のピーク振幅を有する波形は図１６のグラフ上でＡmaxに対応していたことも見出した。
【００６６】
　図１８Ａは、流体内に外乱を生成するために電動アクチュエータを駆動する実質的に矩
形の周期的形状を有する周期的波形１８００を示している。周期的波形１８００は、図１
７Ａに示す周期的波形１７００と同じ有限立上り時間、約２０μｓの周期、５０ｋＨｚの
周期的周波数、及び約５Ｖのピーク振幅を有する。例えば、波形１８００は、信号発生器
からの信号が図３に示す電気作動式要素１５０のような電気作動式要素に入力される端末
にわたって接続されたオシロスコープを使用して測定することができる波形を表している
。図１８Ｂは、波形１８００のフーリエ変換（周波数スペクトル）を示している。本出願
人は、図３に示す配置を有する液滴発生器に図１８Ａの波形を適用し、約５Ｖのピーク振
幅を有する波形は、ＥＵＶ出力を生成する液滴を生成するのに適切であるピーク振幅の範
囲であり、かつノズルオリフィス又はその近くに蓄積した堆積物を除去して、部分的に詰
まったように構成された液滴発生器において許容可能な指向安定性を回復するのに使用す
ることができることを見出した。
【００６７】
　図１７Ｂに示す周波数スペクトルと図１８Ｂに示す周波数スペクトルを比較すると、電
気作動式要素を駆動するのに使用された波形のピーク振幅（図１８Ｂ）を増大させると、
基本周波数、この場合は５０ｋＨｚ、及びより高い高調波の振幅が有意に増大することを
見ることができる。
【００６８】
　図１９Ａは、流体内に外乱を生成するために電動アクチュエータを駆動する実質的に矩
形の周期的形状を有する周期的波形１９００を示している。周期的波形１９００は、図１
７Ａに示す周期的波形１７００と同じ有限立上り時間、約８．３３μｓの周期、１２０ｋ
Ｈｚの周期的周波数、及び約２Ｖのピーク振幅を有する。例えば、波形１９００は、信号
発生器からの信号が図３に示す電気作動式要素１５０のような電気作動式要素に入力され
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る端末にわたって接続されたオシロスコープを使用して測定することができる波形を表し
ている。図１９Ｂは、波形１９００のフーリエ変換（周波数スペクトル）を示している。
本出願人は、図３に示す配置を有する液滴発生器に図１９Ａの波形を適用し、約２Ｖのピ
ーク振幅及び１２０ｋＨｚの周期的周波数を有する波形はノズルオリフィス又はその近く
に蓄積した堆積物を除去して、部分的に詰まったように構成された液滴発生器において許
容可能な指向安定性を回復するのに使用することができることを見出した。
【００６９】
　図１７Ｂに示す周波数スペクトルと図１９Ｂに示す周波数スペクトルを比較すると、電
気作動式要素を駆動するのに使用された波形の周期的周波数（図１９Ｂ）を増大させると
、図１７Ａの波形に対して基本周波数（５０ｋＨｚ）よりも高い周波数の振幅が有意に増
大することを見ることができる。
【００７０】
　図２０Ａは、流体内に外乱を生成するために電動アクチュエータを駆動する実質的に矩
形の周期的形状を有する周期的波形２０００を示している。図示のように、周期的波形２
０００は、図１７Ａに示す周期的波形１７００と同じ有限立上り時間、約８．３３μｓの
周期、１２０ｋＨｚの周期的周波数、及び約５Ｖのピーク振幅を有する。例えば、波形２
０００は、信号発生器からの信号が図３に示す電気作動式要素１５０のような電気作動式
要素に入力される端末にわたって接続されたオシロスコープを使用して測定することがで
きる波形を表している。図２０Ｂは、波形２０００のフーリエ変換（周波数スペクトル）
を示している。本出願人は、図３に示す配置を有する液滴発生器に図２０Ａの波形を適用
し、約５Ｖのピーク振幅及び１２０ｋＨｚの周期的周波数を有する波形はノズルオリフィ
ス又はその近くに蓄積した堆積物を除去して、部分的に詰まったように構成された液滴発
生器において許容可能な指向安定性を回復するのに使用することができることを見出した
。
【００７１】
　図１７Ｂに示す周波数スペクトルと図２０Ｂに示す周波数スペクトルを比較すると、電
気作動式要素を駆動するのに使用された波形の周期的周波数（図２０Ａ）を増大させると
、図１７Ａの波形に対して基本周波数（５０ｋＨｚ）よりも高い周波数の振幅が有意に増
大することを見ることができる。
【００７２】
　図２１は、照射領域でＥＵＶ生成プラズマを発生させ、かつ汚損物質をノズルオリフィ
スから除去するのに適切な液滴を同時に生成するために電気作動式要素を駆動するための
波形を判断するのに使用することができる処理２１００を示す流れ図である。図２１に示
すように、処理２１００は、照射領域にレーザビームを向ける段階（ボックス２１０２）
と、オリフィスを出る流体と、流体内に外乱を生成して波形により駆動される電気作動式
要素を有するサブシステムとを含む液滴供給源を与える段階（ボックス２１０４）とを含
むことができる。例えば、液滴供給源は、図２、図２Ａ、図２Ｂ、図２Ｃ、又は図３に示
す構成の１つを含むことができる。波形を信号発生器によって生成して電気作動式要素に
電気ケーブルを通じて伝達することができ、かつ例えばケーブルが電気作動式要素に接続
された端末にわたってオシロスコープを使用して測定することができる。
【００７３】
　次に、ボックス２１０６に示すように、照射領域に到達する前に完全に合体し、かつ詰
まっていないオリフィスに対する安定した液滴指向を有する液滴を生成する約Ａｍｉｎか
ら約Ａｍａｘの振幅の範囲を判断することができる。例えば、上述の設定で、得られる液
滴流を観測しながら、増大したピーク振幅（変動する波形形状又は周期的周波数なし）を
有する駆動波形（オシロスコープで測定）を生成するように信号発生器の出力を徐々に調
節することができる。具体的には、液滴合体及び指向安定性を観測することができる。比
較的低いピーク振幅で始まって、ノイズによるランダムな液滴形成を観測することができ
る。ピーク振幅の増大で、照射領域（図１６の領域Ｉ）に到達する前に液滴を完全に合体
させるには不十分である比較的弱い液滴合体を観測することができる。ピーク振幅の更に
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別の増加で、照射領域に到達する前に液滴を完全に合体させるのに十分な液滴合体を観測
することができる。完全な合体が行われる最小ピーク振幅Ａminは、ノズルオリフィスと
照射領域の間の距離に依存する場合がある。約Ａminから約Ａmaxの範囲でピーク振幅を増
大させると、オリフィスが詰まっていないままである限り（図１６の領域ＩＩ）、照射領
域に到達する前に完全に合体して安定した液滴指向を有する液滴が生成され続ける。約Ａ

maxよりも大きいピーク振幅で（図１６の領域ＩＩＩ）、本出願人は、液滴指向はたとえ
オリフィスが詰まっていないままであるとしても不安定であることに気が付いた。具体的
には、一部の試験では、本出願人は、液滴生成の僅か２、３時間後に液滴指向が不安定に
なると気が付いた。
【００７４】
　照射領域に到達する前に完全に合体し、かつ詰まっていないオリフィスに対する安定し
た液滴指向を有する液滴を生成する約Ａｍｉｎから約Ａｍａｘの振幅の範囲を判断した状
態で、ボックス２１０８は、次の段階は、照射領域でＥＵＶ生成プラズマを発生させる液
滴を生成するためにＡmaxの約２／３より大きくてＡmaxよりも小さいピーク振幅Ａを有す
る波形で電気作動式要素を駆動することとすることができることを示している。この範囲
で、本出願人は、ノズルオリフィス又はその近くに堆積した汚損物質を除去することがで
きるアクチュエータ誘導式ノズル洗浄が行われると考えている。アクチュエータ誘導式ノ
ズル洗浄は、例えば、より高い周波数の振幅増大（すなわち、図１８Ｂに示すように基本
周波数よりも高い周波数）のために発生する場合がある。
【００７５】
　図２２は、実質的でない量よりも大きいアクチュエータ誘導式ノズル洗浄を引き起こす
（洗浄モード）波形で液滴発生器の電気作動式要素を周期的に駆動しながらＥＵＶ出力を
生成するための照射のための液滴を生成する（初期出力モード）ために使用することがで
きる処理２２００を示す流れ図である。図示のように、処理２２００は、ＥＵＶ生成に向
けて液滴を生成する（ボックス２２０２）波形で液滴発生器の電気作動式要素を駆動する
ことによって始まる。これは、例えば、有限立上り時間、及び４０から１００ｋＨｚ間の
周期的周波数、及び２から６Ｖ間のピーク振幅を有する実質的に矩形の周期的形状を有す
る周期的波形とすることができる。代替的に、方形波、高速パルス波形、高速ランプ波形
、又はシンク関数波形のようなピークを有する非正弦波、又は周波数変調波形又は振幅変
調波形のような変調波形のような上述の他の波形形状の１つは、ＥＵＶ出力を生成するた
めの照射のための液滴を生成するのに適切であるとすることができる。
【００７６】
　液滴の流れを用いて、ボックス２２０４は、液滴指向を測定することができることを示
している。例えば、流れ内の１つ又はそれよりも多くの液滴の位置を望ましい軸線に対し
て判断することができる。上述したように、カメラのような液滴撮像器を使用して液滴位
置を判断することができ、又は固体レーザのような光源は、液滴位置を示す信号をその後
に出力する光検出器アレイ、アバランシェフォトダイオード、又は光電子増倍管のような
検出器に液滴流経路を通じてビームを向けることができる。液滴位置は、１つ又はそれよ
りも多くの軸線で判断することができる。例えば、望ましい指向経路をＸ軸として定義す
ると、液滴位置をＹ軸内でＸ軸からの距離として測定することができ、かつ液滴位置をＺ
軸内のＸ軸からの距離として測定することができる。一部の場合には、いくつかの液滴の
位置を平均化することができ、標準偏差を計算することができ、及び／又は何らかの他の
計算を行って位置を示す値を判断することができる。次に、この値をＥＵＶ光源に向けて
確立された位置スペックと比較して、液滴指向が許容可能であるか否かを判断することが
できる。Ｙ軸に沿ったスペックは、Ｚ軸に沿ったスペックと異なる場合がある。液滴発生
器出力と照射領域の間に液滴経路に沿った位置で距離を測定することができる。標準偏差
をＹ軸及びＺ軸の両方に対して計算し、次に、スペックと比較することができる。例えば
、４から１μｍの標準偏差スペック（照射領域の近く又はそこでの測定に向けて）を一部
の光源に使用することができる。スペックは、複数のレベルを有する場合がある。液滴が
レーザビームによって照射されるＥＵＶ出力バースト中、中断期間中、又はその両方で液
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滴指向を測定することができる。
【００７７】
　図２２は、指向がスペック内である場合に（ボックス２２０６）、初期出力モードを使
用してＥＵＶ出力を生成するための照射のための液滴が生成し続けることができることを
示している。他方、指向がスペック外である場合に（ボックス２２０６）、液滴発生器は
、洗浄モードにおいて作動させることができる（ボックス２２０８）。洗浄モード作動中
、線２２１０は、液滴指向を測定し続けることができることを示している（ボックス２２
０４）。液滴指向がスペック内まで回復した場合に（線２２１２）、液滴発生器を初期出
力モード作動することができる（ボックス２２０２）。
【００７８】
　洗浄モードで液滴発生器の電気作動式要素を駆動するのに使用される波形は、ＥＵＶ生
成に向けて液滴を生成する初期出力モードに使用される波形と異なる場合がある（ボック
ス２２０２）。例えば、洗浄モードに使用される波形は、初期出力モードに使用される波
形と異なる周期的形状、周期的周波数、及び／又はピーク振幅を有する場合がある。
【００７９】
　例えば、洗浄モード波形は、有限立上り時間及び約１００ｋＨｚよりも高い周期的周波
数を有する実質的に矩形の周期的形状を有する周期的波形とすることができる。１つの例
では、初期出力モード波形も洗浄モード波形も、有限立上り時間を有する実質的に矩形の
周期的形状を有する周期的波形とすることができ、初期出力モード波形は、約１００ｋＨ
ｚよりも低い周期的周波数を有し、洗浄モード波形は、約１００ｋＨｚよりも高い周期的
周波数を有する。２つの波形のピーク振幅は、同じであるか又は異なる場合がある。一部
の場合には、初期出力モード波形の周期的周波数は、最大駆動レーザパルス繰返し数又は
何らかの他のシステムパラメータのような他のシステムパラメータにより抑制される場合
がある。
【００８０】
　図１７Ｂに示す周波数スペクトルと図２０Ｂに示す周波数スペクトルを比較すると、電
気作動式要素を駆動するのに使用された波形の周期的周波数（図２０Ａ）を増大させると
、図１７Ａの波形に対して基本周波数（５０ｋＨｚ）よりも高い周波数の振幅が有意に増
大することを見ることができる。上述したように、アクチュエータ誘導式ノズル洗浄は、
例えば、より高い周波数の振幅増大のために発生する場合がある。
【００８１】
　別の実施では、初期出力モード波形も洗浄モード波形も、有限立上り時間を有する実質
的に矩形の周期的形状を有する周期的波形とすることができ、初期出力モード波形は、約
Ａｍｉｎから約Ａｍａｘの範囲のピーク振幅を有し（図１６を参照して上述したように）
、洗浄モード波形は、Ａmaxの約２／３よりも大きいピーク振幅を有し、洗浄モード波形
は、初期出力モード波形ピーク振幅よりも大きいピーク振幅を有する。２つの波形の周期
的周波数は、同じであるか又は異なる場合がある。洗浄モード中に生成された液滴は、例
えば、洗浄モードに使用されるピーク振幅がＡmaxの約２／３とＡmaxの間に存在する場合
に、ＥＵＶ出力を生成するための照射に適切とすることができる。従って、一部の場合に
は、初期出力モードから洗浄モードへの変化は、ＥＵＶ光出力を低減することなく発生す
る可能性がある。他の場合には、洗浄モード中に生成される液滴は、例えば、洗浄モード
に使用されるピーク振幅がＡmaxよりも大きい場合に、ＥＵＶ出力を生成するための照射
に不適切とすることができる。
【００８２】
　図１７Ｂに示す周波数スペクトルと図１８Ｂに示す周波数スペクトルを比較すると、電
気作動式要素を駆動するのに使用される波形のピーク振幅（図１８Ａ）を増大させると図
１７Ａの波形の基本周波数（５０ｋＨｚ）よりも高い周波数の振幅が有意に増大すること
を見ることができる。上述したように、アクチュエータ誘導式ノズル洗浄は、例えば、こ
れらのより高い周波数の振幅増大のために発生する場合がある。
【００８３】
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　代替的に、正弦波、方形波、高速パルス波形、高速ランプ波形、又はシンク関数波形の
ようなピークを有する非正弦波、又は周波数変調波形又は振幅変調波形のような変調波形
のような上述の他の波形形状の１つは、洗浄モード波形として適切とすることができる。
【００８４】
　指向測定値が、指向がスペック外であることを示す場合に、液滴発生器は、照射野間の
期間、露光ツールがウェーハを変える期間、露光ツールがいくつかのウェーハを保持する
いわゆる「ボート」又はカセットを交換する期間、又は露光ツール又は光源が測定を実行
するか、１つ又はそれよりも多くの保守機能を実行するか、何らかの他の予定された又は
予定外の処理を実行する期間のような適切な中断期間が発生するまで、初期出力モードで
液滴を発生させ続けることができる。
【００８５】
　適切な中断期間中、液滴発生器は、洗浄モードに置くことができる。上述したように、
洗浄モード波形は、ＥＵＶ生成に向けて液滴を生成するために適切である場合もある。こ
の場合に対して、液滴発生器は、出力ＥＵＶパルスの次のバーストに向けて液滴を生成す
るために洗浄モード波形を使用し続けることができる。また、上述したように、洗浄モー
ド波形は、ＥＵＶ生成に向けて液滴を生成するために適切である液滴を発生させない場合
がある。この場合に、出力ＥＵＶパルスの次のバーストに向けて液滴を生成する前に、洗
浄モードから初期出力モードに液滴発生器モードを変えることができる。代替的に、出力
ＥＵＶパルスの次のバーストに向けて液滴を生成する前に、洗浄モードから初期出力モー
ドと異なる別の出力モードに液滴発生器モードを変えることができる。例えば、初期出力
モードでは、初期出力モードに向けて２Ｖのピーク振幅を有する波形、洗浄モードに向け
て１０Ｖのピーク振幅を有する波形、及び液滴発生器が洗浄モードでされていた中断期間
後のバーストに向けて５Ｖのピーク振幅を有する波形を使用することができる。
【００８６】
　上述したように、２つ又はそれよりも多くのスペックレベルを使用することができる。
例えば、液滴指向が第１のスペックレベルを上回った場合に、洗浄モードへの遷移が表示
される場合があるが、特定のタイプの中断期間まで遅延させる場合もある。指向が第２の
スペックレベルを上回った場合に、洗浄モードが早めに又は一部の場合には直ちにトリガ
される場合がある。代替的に、液滴指向誤差の量により、使用する洗浄モードのタイプが
決まる場合がある。例えば、測定された液滴指向が第１のスペック外であった場合に、例
えば、制御アルゴリズムを使用して、ＥＵＶ生成に向けて液滴を生成するためにも適切で
ある洗浄モード波形で次の適切な中断期間で液滴発生器を洗浄モードに置くことができる
。他方、測定された液滴指向が第２のスペック外であった場合に、例えば、制御アルゴリ
ズムを使用して、ＥＵＶ生成に向けて液滴を生成するためには適切ではない洗浄モード波
形で次の適切な中断期間で液滴発生器を洗浄モードに置くことができる。例えば、初期出
力モードでは、初期出力モードに向けて２Ｖのピーク振幅を有する波形、測定された液滴
指向が第１のスペック外になった後に洗浄モードに向けて５Ｖのピーク振幅による波形、
及び測定された液滴指向が第２のスペック外になった後に１０Ｖのピーク振幅を有する波
形を使用することができる。
【００８７】
　いくつかの配置では、液滴指向を測定することなく、又はシステムスペックから外れる
液滴指向測定値がなくても、中断期間中に液滴発生器を洗浄モードに置くことができる。
例えば、定期的なスケジュール上で制御アルゴリズムを通じて適切な中断期間毎、１つ置
きの適切な中断期間毎などに液滴発生器を洗浄モードに置くことができる。代替的に、別
のパラメータを測定かつ使用して、液滴発生器が次の適切な中断期間で洗浄モードにされ
るか否かを判断することができる。例えば、出力ＥＵＶ、ＥＵＶ変換効率、又は角度ＥＵ
Ｖ強度分布のような液滴－レーザアラインメントを示すパラメータを使用することができ
る。
【００８８】
　別の実施では、洗浄波形の周期的周波数は、洗浄モード期間中に変えることができる。



(22) JP 5863955 B2 2016.2.17

10

20

30

例えば、周期的周波数は、周期的周波数の範囲で掃引することができる。周期的周波数の
範囲を掃引することにより、液滴発生器の１つ又はそれよりも多くの固有共振周波数に対
応する周波数を適用することができる。１つ又はそれよりも多くの液滴発生器共振周波数
に１つ又はそれよりも多くの適用された周波数を適合させることは、洗浄効率を増大させ
るのに有効であると考えられる。周期的周波数範囲の掃引の代替として又はそれに加えて
、波形形状を洗浄モード期間中に変更することができる。例えば、各波周期の立上り時間
又は立下り時間は、洗浄周期中に適用される周波数スペクトルに対して変わるように修正
することができる。
【００８９】
　図２Ｂ及び図４は、複数の電気作動式要素を有する液滴発生器を示している。使用時に
、ＥＵＶ生成に向けて適切である液滴を生成する波形により電気作動式要素の少なくとも
１つを駆動することができる。洗浄モード期間中、少なくとも１つの他の電気作動式要素
が、汚損物質を除去するのに適切な波形により駆動される場合がある。ＥＵＶ生成液滴の
ための電気作動式要素は、ＥＵＶ生成中に使用されるのと同じ波形、又は異なる波形によ
り洗浄周期中に駆動され続ける場合があり、又は非駆動状態（例えば、非通電状態）であ
る場合がある。洗浄モード中に使用される電気作動式要素の配置、数、サイズ、形状、及
びタイプは、ＥＵＶ生成に適切である液滴を生成するのに使用される電気作動式要素の配
置、数、サイズ、形状、及びタイプと異なる場合がある。１つの配置では、洗浄モード中
に使用される電気作動式要素は、縦共振モードを励起するために毛細管の長さ方向に沿っ
て位置合せされる振動を生成するように構成される。
【００９０】
　以上の実施形態は、例のみであることを意図しており、本出願により広義に考えられる
主題の範囲を制限することを意図しないことは当業者により理解されるであろう。追加、
削除、及び修正を本明細書に開示する主題の範囲に開示する実施形態に行うことができる
ことを当業者は認めなければならない。特許請求の範囲は、範囲及び意味において、開示
した実施形態だけではなく当業者に明らかであると思われるような均等物及び他の修正及
び変形も包含することを意図している。明示的に特に断らない限り、単数形での特許請求
の範囲の要素への言及、又は冠詞「ａ」が前に付いた要素への言及は、その要素の「１つ
又はそれよりも多く」を意味することを意図している。本明細書に示す開示内容のいずれ
のものも、開示内容が明示的に特許請求の範囲に説明されたか否かに関わらず、一般大衆
に捧げることを意図したものでない。
【符号の説明】
【００９１】
１０　ＥＵＶフォトリソグラフィ装置
２４’’　光学系
６０　コントローラ
６５　駆動レーザ制御システム
９０　原材料送出システム
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